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米国

連邦通信委員会（FCC）、移動体通信市場に
関する第6次年次報告を発表（後編）

連邦通信委員会（FCC）は、2001年7月17日、Omnibus Budget Rec-

onciliation Act of 1993第6002条に基づく議会報告「商用移動体通信

サ ー ビ ス の 市 場 競 争 に 関 す る （ 第 6 次 ） 年 次 報 告 及 び 分 析 」

（FCC01-192）を公表した。2000年の米国市場は好調だった前年を

上回る24％の加入者増を記録し、上位10社の収益は32％増を記録し

た。しかしモバイルインターネットが期待された牽引効果を発揮し

ないまま2001年の景気減速に直面し、第三世代対応を含む周波数政

策も前途多難。

連邦通信委員会（FCC）は、2001年7月17日、Omnibus Budget Reconciliation Act

of 1993第6002条に基づく議会報告「商用移動体通信サービス（CMRS : Commercial

Mobile Radio Services）の市場競争に関する（第6次）年次報告及び分析」（FCC01-

192）を公表した。

移動体電話市場の世界的趨勢と米国のポジションを概観した前編に続いて、本稿

（後編）では今次報告の概要を紹介しながら、MVNO（Mobile Virtual Network

Operator）であるVirgin Mobileの対米進出を含む業界動向を振り返る。さらに、アナ

ログ提供義務廃止、周波数上限撤廃、第三世代周波数の割当などの規制動向にも可

能な限り触れることとしたい。
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２　第6次年次報告書の概要（FCC01-192）

（Ａ）移動体電話市場

（1）移動体電話市場の基礎情報

（ｱ）加入者数及びシェア、デジタル標準の動向

移動体電話加入者の2000年純増は2007万（前年純増1477万）で同年末現在の加

入者数は24％増の1億0119万加入となり（普及率39%）（1999年末8605万加入、普

及率32％）、上位10社の収益は32％増を記録した。2000年末現在、全加入者の

86％は全国展開の6事業者（下表）が占め、残る14%を準全国事業者、ローカル事

業者で分け合っている。

デジタル化率は1999年末の51%から11ポイント上昇して62%となり標準別では

CDMA（Code Division Multiple Access/IS-95）（72%増）が特に高い伸びを示した結

果、2000年末の同加入者はTDMA（Time Division Multiple Access/Digital AMPS）を僅

かに抜いて2680万加入（全デジタル標準中の40%）となった。下表に示す通り、
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2000年末現在、加入者数、人口カバー率（注１）の双方でCDMAがデジタル標準のトッ

プとなっている。

（出典）連邦通信委員会（FCC） EMC World Cellular Review 2000-2005他

（出典）連邦通信委員会（FCC）
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（注１）

人口カバー率

当該事業者（又は標準）の免許

がカバーする地域の人口（免許

カバレッジ人口＝PoP）を全人口

で除した数値。

●米国

■表２：移動体電話市場シェア推移　全国
事業者の寡占度（△）

■表３：移動体電話市場シェア（2000年末）

■表５：標準別加入者数推移 ■表６：標準別カバレッジ　加入者数
（2000年末）



（ｲ）加入者あたり利用分数、ARPUの動向

CTIA（Cellular Telecommunications Industry Association）統計に依れば、2000年の

加入者あたり利用分数（MoU : Minutes of Use）は1999年の月間185分から38％増え

て255分となった。前期に注目された急速な伸び（同じく38％）がそのまま持続し

た格好で、ボリューム、伸率ともに我が国又は欧州に比べて顕著に高い。米国社会

の電話依存傾向が移動体電話に持ち込まれつつあるためかとも考えられる。

さらに、MoUの増勢を反映して加入者あたり月間利用料金（ARPU : Average

Revenue Per Unit）も1999年12月の月間41ドル24セント（約4990円）から2000年12

月の45ドル27セント（約5478円）に9.8％増加した。1987年来初めて微増

（+4.6%）に転じた昨年に続き、単位料金が低廉化する中での増加である。データ

通信収入は同分野への取り組みが最も進んでいるSprint PCSでもまだARPUに貢献す

るほどではないため、増分は概ね音声収入と考えられる。

（出典）連邦通信委員会（FCC） 電気通信事業者協会他

December 2001   5

KDD RESEARCH

●米国

■表８：加入者あたり月間利用分数（MoU） ■表９：加入者あたり月間利用料金（ARPU）



【コラム①】米国の移動体電話サービスの伝統的な市場分類

一般に米国では、地上波を利用した移動体電話サービスの市場を周波数の割当

経緯によって（1）800MHz帯（セルラー）サービス市場（2）1900MHz帯

（PCS）市場及び（3）業務用無線（Dispatch）サービス市場の三区分に分類す

る。各市場の周波数割当時期及び経緯等は以下の通りである。

（1）800MHz帯（セルラー）サービス市場（アナログからデジタルに移行中）

8 0 0 M H z 帯 （ セ ル ラ ー サ ー ビ ス用） 周波数免許 は 1 9 8 0年代 に M S A

（Metropolitan Statistical area）と呼ばれる地域を単位として発給され、競合申請

は無差別選択方式（Lotteries）により調整された。MSAごとの免許数は二つ

（Wireline carrierと非Wireline Carrierに対し各一免許）で各々25MHz。MSAはFCC

が定めた地域割りで全米に305ある。セルラーサービスのデジタル化はFCCのロ

ーミング義務等のため遅れているが、同一地域にPCS免許を持つ事業者が

800MHz帯アナログ＋800MHz帯デジタル＋1900MHzデジタル（PCS）の3モード

端末を供給する方法で徐々にデジタル化を進めている。

（2）1900MHz帯サービス（PCS）市場（デジタル）

1900MHz帯（PCS用）周波数の免許はMTA（Major Trading Area）又はBTA

（Basic Trading Area）と呼ばれる地域を単位として1990年代に発給され、競合

申請はオークション方式で調整された。MTA/BTAは、地理（地政）、人口、新

聞購読状況、鉄道その他の因子を考慮してRand McNallyが定義した地域割りで、

MTAが全米を51の地域に分割し各MTAは更に複数のBTA（全米で493）に分割さ

れる。MTAは大都市を中心とする州程度の広さの地域で州境を跨がることが多

い。PCS用周波数オークションに際し、既存セルラー事業者は自社営業区域での

免許取得に制限を課された。即ち、当該免許地域の人口が既存営業区域の人口と

10%以上重なる場合は10MHz超の免許取得は不可、10%から20%重複する場合に

はPCS免許被交付後90日以内に既存セルラー免許を売却するという条件が付い

た。また、PCS免許が同一地域で重複する場合（MTAとBTA）、合計40MHzまで

は周波数保持を認めた。800MHz帯（セルラー）免許及びSMR免許と併せた現在

の周波数保有上限（周波数キャップ）は＜都市部45MHz＞＜非都市部55MHz＞だ

がFCCは拡大を検討している。

（3）業務用無線（Dispatch）サービス市場（アナログ又はデジタル）

業務用無線（Dispatch）の利用周波数帯は220MHz帯、450MHz帯、700MHz

帯、800MHz、900MHz帯及び1900MHz帯等に分散しており免許割当の時期や方

法は様々である。これは大きくその用途によって、

①自家用業務用無線（PMRS : Private Mobile Radio Service）

②商用業務用無線（トランク（trunk）型）サービス（＝複数の運送会社等が周波

数帯と基地局等のインフラを共同利用する一種のネットワークサービスで我が

国の第三者無線に相当。通信事業者が業として提供するもの（概ね700MHz帯

より上の周波数帯）をSMR（Specialized Mobile Radio）と呼び、SMRのうちデ

ジタル化されたものをESMR（Enhanced SMR）と呼ぶ）
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に分類され、後者（②）の市場全体をデジタル標準（iDEN）を採用するNextelが

寡占している（占有率80％）。なお、Nextelが主として1900MHz帯にiDENを展開

したため狭義にはPCS免許（1900MHz帯）による商用業務用無線サービスを

ESMRと呼ぶこともある。iDENはMotorolaが開発したGSM（Global System for

Mobile communication）に近い技術標準で、PCS又はデジタルセルラーと同等の機

能に業務用無線としての独自アプリケーション（同報機能等）を加えたものであ

る。

◆◆◆

連邦通信委員会（FCC）の第5次年次報告（FCC00-289）までは以上の区分を

踏まえつつ、PCS周波数帯（1900MHz帯）で提供されるSMR（ESMR/iDEN）（＝

狭義のESMR）を（2）と（3）で重複して取り上げる方法が採られていた。今年

（2001年）の第6次年次報告書ではさらに以下の変更が行われた。

○区分を簡素化して（1）と（2）を一体化した（3モード端末の普及で加入者が

周波数の違いを意識することが実際上なくなったため）

○狭義のESMRを（1）＋（2）の中に移した（サービスとしてPCS又はデジタル

セルラーに同等のため）

（ｳ）事業者別の契約獲得状況、投資状況

2000年に最も多くの新規契約を獲得した事業者はVerizon Wirelessの1123万加入で

あったが純増はその約3割（364万加入）に止まった。

加入者流動（Churn）率はおしなべて都市部で高く非都市部で低いが、都市部の展

開が多い全国事業者の中でもDeutsche Telekom系VoiceStreamのChurn率の高さ（悪

さ）は突出している（4.90%）。対照的に同じ1900MHz（PCS用）周波数に展開する

全国事業者ながら独自アプリケーションでビジネス市場に強いNextelは例外的に低

いChurn率を維持している（2.00%）。

やはり都市部で高く非都市部で低いARPUは、Nextelが月間73.81ドル（約8931

円）で突出しAT&T Wireless（約7599円）、Sprint PCS（7431円）がこれに続く。逆

に低いのはVerizon Wireless（5653円）及びQwest（4845円）である。

2000年の投資（資本支出／CAPEX : Capital Expenditure）はVerizon Wireless（約

5230億円）が最も多く、対収益比ではQwest（87%）、VoiceStream（76%）、

Sprint PCS（60%）、AT&T Wireless（57%）の順に高かった。免許カバレッジ人口

（PoP）あたりではAT&T Wirelessが最も多くの投資を行っている（8931円／

PoP）。投資が多かった事業者のうち浸透率（＝加入者数÷免許カバレッジ人口

（PoP））が低いVoiceStreamとQwestの投資は概ね免許地域におけるネットワーク

建設に向けられたものと考えられる。その他の事業者の投資にはCDMA 1x（Verizon

Wireless、Sprint PCS）やGPRS（AT&T Wireless）などの第2.5世代（第3世代）対応

が含まれる。

加入者あたりのネットワーク資産額でVerizon Wireless、Cingular Wireless、US

Cellular、Western Cellularの値が低いのは800MHz（セルラー）帯周波数のアナログサ

ービス用設備が多く残っているためである。Qwestの資産額が顕著に高いのはUS

West買収後に営業区域内でCDMAを展開するため設備投資と周波数買収を進めてい
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るためと考えられる（注２）。

〈表注〉事業者のネットワークのデジタル化率（全免許カバレッジ人口（PoP）のうちデジタル設備がカバーする
人口の比率）は、FCCの推計で、Verizon Wireless（75%）、Cingular Wireless（95%）、ALLTEL（85%）となってい
る。

（出典）連邦通信委員会（FCC）他
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（注２）

Qwestの移動体電話事業

Qwestの前身であるUS West/

Media Oneの移動体業部門Air

touchは1999年6月にVodafoneに

買収されさらに2000年4月にVeri

zon Wirelessに統合された。US

West自身はその後2000年7月に

Qwestに、Media One（CATV）

は2001年6月にAT&Tにそれぞれ

買収された。US West買収後の

Qwestは当面営業区域14州に絞

って移動体電話事業の再展開を

進めている。

●米国

■表11：主要事業者のデジタル化率
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〈表注〉加入者あたり費用＝サービス直接費＋販売管理費＋マーケティング費用＋端末補助

（出典）JP Morgan他

（ｴ）利用料金水準、サービスの動向

2000年も一層の料金低廉化が進み米労働省（Department of Labor）発表の消費者

物価指数（CPI : Consumer Price Index）では12.3%の低下を記録した。

■　DOR型料金プラン

米国の移動体サービス用周波数免許は全米を数百に分割した各地域ごとに発給さ

れてきたため各キャリアの免許区域はパッチ状に分散している。ローミング義務に

よって最低限の利便は確保されていたものの料金が難解かつ高額であったため、

1998年5月にAT&T Wirelessがデジタル加入者向けの新料金プラン「Digital One

Rate」（DOR）を導入してローミングと国内長距離通話に対する特別料金を廃止す

るとこれがその後の業界標準となり、2000年にはVerizon Wireless、Cingular Wireless

及びAT&T Wirelessが一層低価格の地域限定DOR型プランを導入した。うちVerizon

WirelessのプランはQwestの営業区域を狙い撃ちにするもので（下図参照）（注３）、

Cingular Wirelessのプランは加入者自身に地域を選択させる内容である。また、自社

の移動体電話サービスを固定電話の代替として位置づけるLeap Wireles（注４）

（CDMA）は、2000年に月額30ドルで国際通話を含む全通話（発着）を利用できる

新プランを導入している（ただし自社営業区域内を含めローミングは不可。ホーム
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（注３）

Verizon Wireless

既に述べたとおりUS West/Media

Oneの移動体業部門Airtouchは

1999年6月にVodafoneに買収さ

れ、さらに2000年4月にVerizon

Wirelessに統合された。このため

Verizon Wirelessの免許地域はUS

Westの後身であるQwestの営業

区域内に広く分布している。

（注４）

Leap Wireless（サービスブランド

名は「Cricket」）

米国南部及び南西諸州に免許区

域 を 持 つ 移 動 体 電 話 事 業 者

（CDMA）で2000年末現在の加

入者数は19万加入。自社サービ

スを固定電話の代替サービスに

位置づけてマーケティングして

おり一部の地域では7％の加入者

がLeapとの契約に伴って固定電

話回線を廃止したと報告してい

る。また加入者の60％が自社サ

ービスをメインの電話として使

用していると述べている。

●米国

■表14：主要事業者の利益及び伸率
（2000年）

■表15：主要事業者の加入者あたり粗利推
計（2000年）



エリアでの利用に限定。プリペイドのみ）。

DOR型プランは移動体通信サービスの料金低廉化の主な原動力であると同時に、

従来、長距離事業者（IXC）間で激しい価格競争が展開されてきた固定電話発信の

長距離電話市場を侵食しつつあるとも見られている（Salomon Smith Barneyの推計で

は移動体電話発信通話の20%程度が長距離通話）。

■表17：Verizon Wirelessの地域限定DOR型プランの対象州（★）

〈表注〉地図はRBOC（Regional Bell Operating Company）の営業区域によって塗り分けたもの。斜線は1996年電

気通信法第271条に基づく長距離参入をRBOCが認められた州を表わす。

■　プリペイドサービス

プリペイドサービスの普及が遅れていた米国でも総加入者に対するプリペイド加

入者の割合は（西欧の58.2％や中南米の67.6％には及ばないものの）1999年末の2％

から11％に大きく躍進した。プリペイドを主力とするVoiceStream/Powertel

（GSM）が一層の契約を獲得しただけでなく、主要事業者が揃ってプリペイドサー

ビスを導入した結果である。うち、Powertelが2000年中に獲得した新規契約（10万

4千加入）の83%、2000年末の全加入者の54%がプリペイド加入者であった。

■　国際ローミング

NEXTELのNEXTEL Worldwide（月額＋5ドル）は、GSM/iDENデュアルモード端末

を広く海外で利用できるサービスで、料金は発信地域別に、欧終発（1分0.99ド

ル）、アジア・南米・中東発（1分1.99ドル）及びその他（1分2.99ドル～4.99ド

ル）と設定されている。AT&T WirelessのWorldconnect（月額＋7.99ドル）は、1分

0.99ドル＋AT&T Wirelessが定めた地域ごとの長距離通話料金である。
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（ｵ）国内ローミングにかかる事業者間清算料金の動向

前述のDOR型料金プランが一般化したことで免許区域を拡充して他事業者へのロ

ーミング料金支払いを圧縮することが全国事業者の経営課題となり、全国事業者に

よる買収と系列化が一層進んできた。AT&T Wirelessが始めた、自社又は系列会社が

展開する1900MHz帯サービス（PCS）を利用して800MHz帯（セルラー帯）サービス

事業者に圧力をかける手法が普及したことも相俟って、2000年のローミングに関す

るキャリア間精算額は1999年の41億ドル（約4943億円）から39億ドル（約4698億

円）に1989年以来初めて減少した。ローミング単価は2000年中に18％減少して1分

0.36ドル程度の水準になったと推定されている。（注５）。

移動体電話事業の初期に導入されたローミング義務（注６）は市場の健全な競争を確

保する上で重要な役割を果たしたが、

この規制によって収入を保証された地

方の中小移動体電話事業者の中には、

現在でも収益の半ば以上をローミング

に依存する事業者が少なくない（例え

ば AT&T Wireless系 の Dobson

Communicationsのローミング収入依存

度は45％）。しかし、1900MHz帯サー

ビス（PCS）の導入を経て多キャリア

化が進んだ今日では規制の意義が薄れ

つつあり、FCCは昨年（2000年）11月

1日にFCC00-136を発出して、マニュア

ルローミング義務の廃止と自動ローミ

12 December 2001
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（注５）

ローミング料金（キャリア間清

算料金）単価

Merrill Lynch（2001年5月9日）は

ローミング料金単価が2000年中

に18％減少して1分0.36ドル程度

の水準になったと推定してい

る。その他、Salomon Smith Bar-

ney（2001年1月8日）は2000年

単価を1分0.35ドルと推定し、

FCCのローミング義務廃止提案

（WT Docket No. 00-193）に対す

るコメントでVerizon Wirelessは、

2000年中の値下がり幅を5％から

64％と報告している。また同じ

くFCC提案に対するコメントの

中で、ルーラル地域の移動体電

話事業者であるCorr Wirelssは

2000年の自社受け取りのローミ

ング料金単価を1分0.25ドルと報

告している。

（注６）FCCのローミング義務

800MHz帯周波数の免許はWireline

Carrierと非Wirelne Carrierの二社

（Aキャリア／Bキャリア）に付

与されマニュアルローミングと

自動ローミングの義務が事業者

に課せられた（連邦規則第47編

第22.901条（47 CFR 22.901）

他 ） 。 1 9 0 0 M H z 帯 サ ー ビ ス

（PCS）にはローミング義務は課

せられていない。

＜マニュアルローミング＞　加

入者が端末を操作してキャリア

を切り替える方式でローミング

先で通話するためには最初にク

レジットカード番号等を入力す

る必要があるが、その後は着信

も受けることができる。

＜自動ローミング＞　予め加入

契約に提携事業者を利用するロ

ーミングが含まれている場合

で、提携事業者のネットワーク

を利用する限り、加入者は特に

クレジットカード番号等の入力

を行う必要がない。

欧州でも移動体事業の初期にロ

ーミング義務が課せられ、既存

地域事業者系でない移動体電話

事業者が既存地域事業者系の事

業者に対抗して加入者を獲得す

ることを容易にしたと言われ

る。

●米国

■表19：移動体通信事象者の収入構成

（出典）CTIA他



ング義務の対象となる事業者の範囲を拡大する規制の再構成を提案した（注７）。しか

し、後者の提案については現在のところ反対が多数を占めている。

なお、FCCはまた今年（2001年）5月17日にFCC01-153（注８）を発出してアナログ

移動体電話のAMPS標準（Advanced Mobile Phone Service）関連規制の整理について

も提案している。提案にはVerizon Wirelessを除く大手事業者が賛意を示したが、い

くつかの有力反対意見も示され（下表）、上述のFCC00-136ともども規則制定手続

きは進んでいない。

（2）業界再編、外資参入

（ｱ）事業統合

米国の移動体電話市場では、昨年から今年にかけて事業統合と外資の進出が目立

った。まず昨年（2000年）4月にBell Atlantic Corp.及びGTE Corporationの移動体部門

とVodafone（英）の米国内事業（旧Airtouch）を統合したVerizon Wirelessが誕生し、

続いて同年10月にはSBC Communications Inc.とBellSouth Corp.の移動体部門を統合し

たCingular Wirelessが発足した。NextelもまたChadmooreのような中小SMR事業者の買

収を通じて地道にシェアを高めている。さらには2000年11月に株式会社エヌ･ティ･

ティ･ドコモ（DoCoMo）（日）がAT&T Wirelessへの16%出資と役員派遣を発表し

（2001年1月実施）、これに伴ってAT&Tは日本テレコムに対する持分（10%）を

Vodafone（英）に売却した。今年（2001年）5月にはDeutsche Telekom（独）が

2000年7月に発表していたVoiceStreamの買収とPowertelの統合を完了している。

■表21：主要移動体通信事業者の（移動体部門）収益、加入者数、主な出資者及び出資
率（％）
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（注７）

FCC01-136

FCCは、2000年10月4に採択し翌

11月1日に発出した規則制定提案

告示「Notice of Proposed Rule-

making（NPRM）In the Matter of

Automatic and Manual Roaming

Obligations Pertaining to Commer-

cial Mobile Radio Services」（WT

Docket No. 00-193）で、マニュ

アルローミング義務の廃止と、

自動ローミング義務の対象に

1900MHz帯サービス（PCS）事業

者及びSMR事業者（ただし双方向

の音声通話サービスに限る）を

加えることの是非について意見

を招請している。

（注８）

FCC01-153

FCCは、2001年5月3日に採択し

同17日に発出した規則制定提案

告示「Notice of Proposed Rule-

making（NPRM） In the Matter of

Year 2000 Biennial Regulatory

Review - Amendment of Part 22

of the Commission's Rules to Modi-

fy or Eliminate Outdated Rules

Affecting the Cellular Radiotele-

phone Service and other Commer-

cial Mobile Radio Services」（WT

Docket No. 01-108）で、800MHz

帯（セルラー）サービスのアナ

ログ技術基準等の撤廃を提案し

ている。

●米国

（出典）EMC JP Morgan他



■表22：AT&T Wireless ～DoCoMo出資とスピンオフに伴う持分構成の変化

一方では約一年前に成立したばかりのCingular Wirelessに、BellSouth離脱の可能性

が早くも取り沙汰され始めている。BellSouthが「Cingular再分割」或いは「持分

（40％）を第三者（France Telecom/Orange等）への転売」のどちらを考えている

のかは今のところはっきりしないが（注９）、同社が離脱を検討し始めたのはCingularが

第2.5世代標準としてGPRS/EDGEの採用を決定した（注10）ことが原因とされている。

BellSouthの南米事業では第二世代～第2.5世代標準にCDMA採用の方針を打ち出して

おり、既にいくつかの傘下事業者がCDMA 1xRTT採用も決定した。CingularがW-

CDMAに進む場合、南米子会社との越境サービスが制限を受け設備調達コストも上

昇することを懸念したものと考えられる。
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（注９）

ただしSBCとBellSouthは周波数免

許をCingular Wirelessに譲渡して

いるので現時点では後者（第三

者への転売）の方が可能性が高

いと見られている。その場合、

BellSouthは（例えば歴史的に同社

とつながりの深いSprintなど）米

国内CDMA事業者への出資を狙う

のではないか。

（注10）

Cingularの第2.5世代標準採用予定

ネットワーク対応を進めつつ、

2001年第2四半期にTDMA/GSMの

デュアルモード端末（800MHz

帯 ） を 、 2 0 0 2 年 下 半 期 に

G S M / G P R S 端 末

（800MHz/1900MHz帯）を投入す

る予定である。その後EDGEに進

むが周波数キャップが撤廃され

追加周波数を取得できた場合

EDGEをバイパスしてW-CDMAに

進む可能性が高いとされる。

●米国

〈表注〉2001年7月スピンオフの実施方法

まず既発行のAT&T Wirelessトラッキングストック

が新会社（AT&T Wireless）株式に転換され、続いて

AT&T自身の株主に一株当り0.352株の新会社株式を交

付する方法で、AT&T Wirelessに対するAT&Tの持分

（70%）が7%を残して解消された。

なおDoCoMoがワラント権を全行使した場合持分は

17.6%になる。一般株主中ではAXA SA（6.7%）（仏保

険）が比較的大きい。 （出典）AT&T他



（出典）Pyramid Research他

（※）BellSouthがCingular離脱を決めた場合は予測にかなりの影響が出る可能性がある。

（出典）Pyramid Research他

（ｲ）系列事業者の整理統合、完全子会社化

AT&T Wireless、Sprint PCS及びNextelの三社は、ブランド利用、長距離ネットワ

ークの利用、端末・インフラストラクチャの共同購入等を内容とするaffi l iate

programを有して1社乃至複数の系列会社を従えている。各Programの主な特徴を整

理、比較したものが下表である。
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■表24：汎南米事業者の加入者シェア ■表25：移動体電話事業への設備投資見通
し

■表26：南米　国別・標準別加入者数
（2001年6月末現在）

■表27：南米　標準別加入者数予測（※）



このうちAT&T Wirelessは、Vanguard Cellular（1998年00月完全子会社化）に続い

て、2000年11月にTritelを買収したTeleCorpを完全子会社化した（2001年10月）。

今後も、第2.5世代標準（GPRS/EDGE）等への対応のために設備投資資金が必要な

系列会社を機会を捉えて吸収していく考えと見られる。

一方、Sprint PCSのaffiliate programは、排他的営業権を認めた系列会社からロイ
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ヤルティーを徴収する一種のフランチャイズシステムであり、総じてSprint PCS自

身の負担を抑えながら系列会社群の健全な成長を促したと評価されている。系列会

社には三種類があって（下表）ローミング料変更等を通じてTYPE 2への誘導、一本

化が進んでいる。昨年（2000年）からはSprint PCS主導による系列各社の統廃合も

始まり、さらに資本関係の構築に踏み込むのではないかと見られている。
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（3）周波数割当関連

（ｱ）2000年に実施された周波数オークション

2000年中には、39GHzオークション（Auction No.30）、700MHz（guardband）オ

ークション（Auction No.33/38）等7つ程度のオークションが実施されたが、うち最

大のものは2000年12月に開始された1900MHz帯周波数（PCS C/Fブロック）の再オ

ークション（Auction No.35）であった。

この周波数（493免許）はもともと1995年12月の1900MHz帯周波数オークション

（Auction No.5）でNextwaveが落札したものだったが、同社はその後ネットワーク

未建設、落札金未払いのまま1998年6月に破産法に基づく会社更生手続き（chapter

11）を申請。このためFCCは周波数を没収して再オークションにかけたが、2001年

6月22日の連邦巡廻（控訴）裁判所（Washington D.C.）判決によってこの措置が無効

とされてしまった（破産法違反と判示）。

判決後のNextwaveはQualcommの金融支援（3億ドル相当）（2001年8月発表）も

得てCDMAネットワークを建設完遂する構えをあくまで崩さなかったが、9月下旬か

ら再オークション落札者等との交渉に転じて関係者と和解。2001年11月16日にFCC

から発表された合意のポイントは以下の通りである。

この和解の成立に必要な司法省の承認は問題なく得られる模様だが、訴訟を阻止

するための立法措置については連邦議会における調整が難航している。いずれにし

ろ、Nextwaveが近い将来、ネットワークを一切建設せずに6億ドルもの収益を上げ

た史上初の通信事業者となり「通信アンテナを立てた法律事務所」と言われたMCI

のさらに上を行くことになるのは間違いない。ただし同社が手にする和解金の殆ど

は弁護士費用に消える見通しである（注11）。
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（注11）

Nextwaveはこれで通信事業から

撤退するのではなく、2002年半

ば以降、別のオークションで落

札した5免許を使ってDetroit等で

サービスを開始する計画であ

る。

●米国



一方、第三世代サービスを含む移動体通信サービス用として期待の大きい700MHz

帯周波数帯のオークションはついに5度目の延期が行われた（現時点の予定では

2002年初の実施）。放送事業者は、TV（UHF）放送のデジタル化に伴う措置として

同周波数帯の返還を法律で義務付けられているが「2006年又は放送地域におけるデ

ジタル受信機普及率が85％に達する時まで」という長い猶予期間が設定されている

ためデジタル化の進捗は捗々しくない。従って、たとえオークションで落札できて

もいつ移動体通信サービス用に利用開始できるかわからないためこれまでも延期が

繰り返されてきたものである。FCCは最近（2001年9月）、同周波数帯明け渡し促

進のガイドラインを発表し、放送事業者と移動体通信事業者が転用について個別協

議を行うことを認めた（注12）。
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（注12）

放送事業者と移動体通信事業者

の個別協議

個別協議による周波数移転を認

めたFCCの措置には、放送デジ

タル化に関する法律の欠陥に起

因するやむを得ない措置として

の面があるが、オークション落

札金を歳入として予定している

議会には反発もある。
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（ｲ）周波数上限規制（周波数キャップ）の解消

FCCは、2001年11月8日、周波数上限規制（一社が一つの地域で保有しうる周波

数免許の合計帯域制限。都市部45MHz、ルーラル部55MHz）の撤廃について次の決

定を発表した。

①周波数上限をすべての地域で55MHzとし即日実施する。

②2003年1月1日をもって、現在の周波数上限規制は撤廃する。

周波数上限規制は、主要事業者が（特に都市部で）第三世代用周波数を獲得する

上で大きな障害となることが確実であるため、業界の要望に基づき撤廃が検討され

てきた。決定本文が未発表のためはっきりとしないところがあるが、FCCは今後、

1934年通信法第310条（注13）に基づく個別の免許移転審査を行いながら、規制完全撤

廃（2003年）後の周波数所有に関する具体的ガイドラインを作り上げていく模様で

ある。

（ｳ）第三世代移動体通信サービス用周波数の割当

2000年10月のクリントン大統領の指示に基づく商務省及びFCC等による調査結果

が2001年3月に相次いで公表され、第三世代移動体通信サービス用周波数の候補と

された二つの周波数帯は転用困難との結論が示された。その後、連邦議会では、軍

事用通信設備の大掛かりな近代化予算を付ける見返りとして、現用周波数帯

（1710MHz～1850MHz帯）の返還を軍に求める動きがあったが、2001年9月11日の

同時多発テロ移行下火になっている。

一方、2001年3月の報告でMMDS/ITFS用周波数帯（2500MHz～2690MHz帯）の第三

世代移動体通信サービスへの（強制的）転用は現実的でないとしたFCCも、2001年9

月、免許人が望めば同周波数帯を移動体サービスに転用することを認める方針を発表

した。この決定によって、周波数返還→再オークションを経ずに、将来、同周波数帯

で第三世代移動体通信サービスが提供される可能性も出てきた。先般ION事業（ATM

ベースのサービス統合型直加入サービス）からの撤退を決めたSprintが、MMDS周波数

をSprint PCSの第三世代サービスに転用する可能性等が取り沙汰されている。
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（注13）

1934年通信法第310条（47 U.S.C.

310）（免許の所有及び移転につ

いての制限）

（ d ） 項 に お い て 「 委 員 会

（FCC）に申請し、かつ、公共

の利益、便宜及び必要にかなう

と委員会（FCC）が認定した場

合を除き、建設許可若しくは局

の免許又はこれらに基づく権利

を、任意に若しくは意に反し

て、直接若しくは間接に、又は

当該許可若しくは免許を保有す

る法人の移転により、他の者に

移転し、譲渡し、その他いかな

る方法によっても処分してはな

らない。（略）」と定めてい

る。なお同条（a）（b）及び

（c）項外国政府又はその代表者

若しくは外国人による放送局、

公衆通信業務用無線局の保有を

禁止又は制限した規定。
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■表36：移動体通信事業者の第三世代移行予想

（出典）EMC JP Morgan他

（4）再販事業者とMVNOの動向

（ｱ）再販事業者

再販事業者上位20社の加入者は2000年中に倍増して約300万加入となり、うち

65%にあたる200万加入を引き続きWorldComが寡占している。

（ｲ）MVNO（Mobile Virtual Network Operator）

米国におけるMVNO（Mobile Virtual Network Operator）事業は現時点ではごく限定

的なものであり、今年（2001年）10月5日に成立したVirgin MobileとSprint PCSの間

の合意がその実質的な始まりになると考えられる。合意に拠れば、提供主体となる
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50/50 JVにVirgin Mobileが現金5千億ドルをSprint PCSが5千億ドル相当のネットワー

クサービスをそれぞれ出資（現物出資）し、今後の市場拡大の中心と見られる15歳

から30歳までの若年層を対象に、SMS（Short Message Service）を含むパッケージ

サービスを提供する予定。価格等の詳細は明らかにされていない。

Virgin Mobileの事業展開はホストネットワーク事業者とのJVを提供主体とする点で

他のMVNO又は再販事業者と一線を画す。材料部品の調達先を巻き込んだJVは米国

で使われるベンチャー育成手法のひとつであり、投資リターン（配当、株価上昇）

への期待のため有利な調達条件を獲得しやすい点に長所がある。しかし、通信サー

ビスの再販で起こりがちな調達先（ホストネットワーク）との利益背反を想定した

スキームではないため事業としての永続性に対する疑問はなお完全には払拭できな

い。
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（B）移動体データ通信市場

（1）概観

移動体電話端末からのインターネットアクセスでは日韓に比べ普及の遅れが目立

つが、端末のバラエティ不足や通信速度の遅さだけではなく、移動体電話の半数近

い加入者ベース（4530万加入）を持つページングサービスがユーザーのデータ通信

需要をある程度吸引していることもその原因の一つであろうと考えられる。米国で

は元来ページングを併用する移動体電話加入者が多い上に、現在では、PDA化した

端末（または無線インターフェースカードを差し込んだPDA）でインターネットア

クセスや電子メールを利用することもできるので、日韓で「インターネットも使え

る携帯電話」が創造した新市場が米国でも事業者の新天地になり得るかどうか、今

のところまだ不透明である。

（2）データ通信サービスの動向

（ｱ）ページング事業の動向、ページング加入者向けインターネットサービス

米国独特のエアタイムチャージ制のために底堅い需要があったページングサービ

スも、2000年には加入者数が初めて微減に転じ（1999年末比1%減の4530万加

入）、業界全体の収益は3%減の51億ドル（約6120億円）となった（加入者数、収

益ともにPCIAの推計）。ARPU（約1126円）の減少が小幅に止まったのはインター

ネットアクセス、電子メールサービスの普及が原因と見られている。主要事業者の

中では、業界第2位（2000年末シェア13%）のMetrocall（加入者6%増、収益7.9%

減）と第5位（1%）のTeletouch（加入者4%増、収益11%増）を除く全事業者が加入

者減を記録し（注14）、特に2000年11月にPageNetを買収発表して（1999年11月発表）

業界第1位（シェア35%）に躍進したArchは、加入者数25%減、収益48%減の不振に

見舞われた。業界第3位のWebLinkは2001年4月にMetrocallとの合併を発表したがそ

の後撤回、翌5月に連邦破産法（U.S. Code Titel 11）に基づく会社更生手続きを申請

している。

■表40：ページングサービス加入者数推移

（出典）連邦通信委員会（FCC）
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WorldCom、Cingular及びVerizonの

三社の加入者数は微減程度で堅

調に推移していると見られる

が、2000年末加入者の実数が公

表されておらずFCCも把握して

いない。
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（ｲ）移動体電話加入者向けのデータ通信サービス

2000年には全主要事業者がインターネットアクセスを提供開始したものの2000年

末のインターネットユーザー数は全加入者の2.3%にあたる250万加入に過ぎず

（FCC推計）、インターネットへの取り組みで最も先行しウェブ対応端末の種類が

断然多い（18種）Sprint PCSでさえ日韓の主要事業者に比べると普及率は相対的に

低い。

■表41：主要移動体電話事業者の加入者に占めるデータ通信ユーザーの割合
（2000年末現在）

（出典）Baskerville他

インターネットアクセスの料金体系は事業者間で似通っている。月額6ドルから

14ドル程度の固定料があり、ユーザーが契約している料金プランに含まれる分数

（100分、500分等）からインターネット（含電子メール）の利用分数を差し引く形

式である。

120～256文字程度の短文メッセージをやり取りするSMS（Short Messaging

Service）もいくつかの事業者が提供しており、Instant Messaging（IM）サービス

は、Sprint PCSが2000年第4四半期に、VoiceStreamが2001年5月に、AOLとの提携し

てそれぞれ提供開始した。
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（ｳ）位置情報サービス（LBS : Location Based Service）

1996年6月に採択されたFCC規則に基づき、すべての移動体電話事業者はE911（注15）

への対応を二段階で進めることを義務付けられており（次表）、主要事業者は対応

端末の供給を2001年10月に開始し2003年内にネットワーク対応を完了する予定であ

る。この新機能を利用した商用の位置情報サービス（LBS : Location Based Service）

（個人用ナビゲーションなど）やモバイルコマースへの応用が新たな需要掘り起こ

しツールとして期待されている。

商用位置情報サービスの本格的普及は主要都市圏でネットワーク対応が始まる

2002年以降になる見通しである。

（古閑　裕朗）
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（注15）

E911（Enhanced 911） ※911は

我が国の110番（警察）に相当す

る番号

発信者の電話番号と住所（固定

電 話 の 場 合 ） を 9 1 1 番 受 付

（PSAP（Public Safety Answering

Point）という）に自動通知する

システム。連邦法で導入が義務

付けられている。

●米国



＜文中の換算率＞
1米ドル＝121円（2001年10月1日東京の対顧客電信売り相場）

＜出典・参考文献＞
Baskerville Communications「Global Mobile」（2000年10月11日、2001年1月31日、同年3月28日、同
年4月11日、同年5月9日、同年同月23日、同年6月6日、同年同月20日、同年7月4日、同年同月18
日、同年9月12日、同年10月10日、同年11月7日）
同「Plotting the future for MVNOs : the mobile ISP evolution」
Cellular Telecommunications Industry Association（CTIA）「CTIA's Wireless Industry INDICES」（Janu-
ary 2000 edition）
World Cellular Review 2000-2005（EMC）
連邦通信委員会（FCC）「Telecommunications Industry Revenues 1999」
同「Notice of Proposed Rulemaking, in the matter of Automatic and Manual Roaming Obligations Per-
taining to Commercial Mobile Radio Services」（FCC00-361）
同「Notice of Proposed Rulemaking, in the matter of Year 2000 Biennial Regulatory Review - amend-
ment of ....」（FCC01-153）
同「Annual Report and Analysis of Competitive Market Conditions With Respect to Commercial Mobile
Services」（FCC00-289）
同「A Review of the FCC's Spectrum Policies for the 21st Century and H.R.4758 the Spectrum Assur-
ance Resource Act」（2000年7月19日）
同「FCC act on wireless carrier and public safety requests regarding Enhanced wireless 911 ser-
vices」（2001年10月5日）
同「Settlement agreement by and among the United States of America, The Federal Communications
Commission, Nextwave Telecom Inc. and Cetain affiliates and participating Auction 35 winning bidders」
（2001年11月15日）
国際電気通信連合（ITU）「World Telecommunication Indicator Database」
Pyramid Research（2001年6月19日、同年10月2日、同年同月31日）
Telecommunications Industry Association（TIA）「201 MultiMedia Telecommunications Market Review
and Forecast」
Telecommunications Reports（略）
Telephony（2001年7月9日、同年8月13日、同年9月3日、同年同月17日、同年10月15日）
日経ビジネス（2001年5月28日）
新版移動通信ハンドブック（斎藤忠夫、立川敬二共編）（オーム社）
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米国

ニューエコノミー崩壊で変化の予兆、米系通
信事業者の構図

ニューヨーク同時多発テロと米国の景気後退の相乗効果で、世界不

況色が強まる一方、2002年中盤の米国経済の底入れ期待も見られる

など、楽観論と悲観論が交錯し始めた。そうした中、米国の主要電

気通信事業者の動きに変化の予兆も伺える。経済情勢いかんにかか

わらず、AT&Tを筆頭とする長距離・国際系事業者はリストラと再編

の渦に向かう。その一方で安定成長を遂げたBaby Bells（RBOC：地

域電話会社）の固定電話収入も鈍化。10年間続いた米国経済の拡大

から停滞を機にニューエコノミーとIT（情報技術）革命の真贋が問わ

れる中、電気通信事業者もまた、構造変化の岐路に立っている。

ITバブル崩壊に引き込まれるように、ニューエコノミーの幻想が剥げ落ち、景気

後退に向かい、さらにニューヨーク同時多発テロを発端とする航空業界の不振と消

費者マインドの影響に下ぶれ圧力が加わる。今年第1四半期で調整局面に入った製

造業の中期在庫循環の過程で、GDP（国内総生産）の7割、全世界消費の4割を占め

る米国個人消費の落ち込みがどこまで回避されるかが、世界経済の焦点のひとつで

ある。

そうしたマクロ経済動向に対し、米国の電気通信業界にも異変ともみられる現象

が散見され始めた。9月11日の同時テロ勃発直後に米国格付機関、Moodysがまとめ

た特別リポートによると、音声、データのトラヒックは平時に比較し、瞬間風速的

に50％も増加した。だが、短期的な上げ底効果であり、格付け機関によるレーティ

ングでは、Verizon、AT&T、Sprint、Worldcomといった主要事業者が軒並み、

“Negative”となったままの状態が続く。90年代に台頭した新興の電気通信・IT関

連事業者について軒並みに格下げもしくはその検討がなされているが、旧来からの

主要電気通信事業者の動きは違った意味合いを持つ。

グローバル資本主義の中枢が動揺した後も、米国の大手自動車、そして通信事業

者の資金調達の趨勢は衰えを見せず、AT&Tは70億ドル（8750億円）の起債を計画

するが、その一方で同じく米系格付機関のS&P社がAT&Tの長期債、短期借入れ、

CPの格付をいずれも1ノッチ引き下げた。ケーブルTV事業の失墜とAOL Time

Warner's Cable Systemの持ち株売却など事業売却、さらに事業再分割計画といった

構造的な問題に対するAT&Tの経営に対する市場の評価でもある。

それでも、各社とも直面する事業再構築の手を緩めることはできない。英The

Financial Times紙によると、AT&Tが8000人（希望退職）、Sprint6000人（ レイオ

フ、このほかに契約社員1500人）、Verizon5000人－という人員削減が計画中であ

ることが伝えられている。こうした人員規模の合理化の動きが顕著になる一方で、

範囲の拡大と潤沢なキャッシュ・フローの確保に、電気通信事業者各社が一段と傾

斜し始めたのが今次不況の特徴でもある。米国産業界全般に債務削減というバラン

スシート調整に向かう中で、同時多発テロ後にFRB（連邦準備制度理事会）がとっ
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た実質ゼロ金利政策を背にし、電気通信と自動車産業が例外的に資金調達ラッシュ

に拍車をかける。

競争の激化と技術革新、市場構造の変化－。これが上記の2業種に共通の構図で

もある。固定網による長距離・国際電話事業の構造的な低落傾向と、自身の経営問

題という内憂外患を抱えるAT&Tに対し、地域独占の地域電話会社は別次元の苦悩

に直面しつつある。米ビジネスウィーク誌（11月2日号）によると、第3四半期、地

域電話会社の固定電話網の回線数は前期比1.3％減少（前年同期1.1％減）と、前年

比で0.2ポイント減少幅を拡大。企業向けのデータ通信のサービス収入も景気後退を

映し伸び率が前年同期の25％から18％に鈍化した。ADSL（非対称型デジタル加入

者線）の新規顧客数も43万2000顧客へと前年の55万9000顧客から減少に転じた。

ワイヤレス事業も94万2000顧客と過去最高の2000年第4四半期の210万から大きく

後退した。

これらの数字上の停滞をどう見るか。マクロ経済動向の反映に軸足を置くのか、

地域電話事業の潮目の変化、既存の音声通信からワイヤレスなど新規の電気通信分

野への構造シフトの前兆と受け取るのかで、変わってくる。この時点で明らかな傾

向は、既存の固定網の需要が日本と同様に下降トレンドに入っていることだ。同誌

によると、Verizon首脳は、DSL、ワイヤレスといった新規サービスの潮流に自らの

経営が乗っていることを強調する。たしかに、地域電話会社は全米のワイヤレス市

場で45％のシェア（Verizon単独で25％）を獲得しており、固定網から携帯電話への

シフトの備えを固めている。DSLを含むインターネットアクセス事業についても、

専業各社の凋落をよそに、コア事業としての地位を得ている。

しかし、多くが指摘するように、地域独占の固定網による電話サービスは利益率

では新規事業と比較の対象にならないことが数字上判明している（地域電話の粗利

益率は45％に対し、ワイヤレスでは35％）。加えて継続的な開発、投資負担がのし

かかる。こうした潮流の変化が、84年のAT&T分割をめぐる修正同意判決以来の再

編を促進しつつあるという。

旧NYNEXが90年代初頭、国内で得た利益を、国際海底ケーブルに投資し、AT&T

を筆頭とする既存の国際電話コンソーシアムに挑戦したのと違って、むしろ、構造

的な不振の度合いを増す国際・長距離会社を“小”が主導権をとって“大”と合併

に向かう動きが指摘されている。

象徴的ともいえるのが、非公式に伝えられる、BellSouthの模索するAT&T、

Sprint、或いはWilliams Communicationとの合併の組み合わせ。現時点では、当該各社

からの公式コメントは伝わってこないが、WilliamsとBellSouthの組み合わせは、規模

拡大という初期の目的を満たさない。SprintとはBellSouthの企業向けデータ通信サー

ビスの失地回復に貢献する。AT&Tとの組み合わせは規模、事業範囲双方で相乗効

果が期待できる。このため、多くの予想はAT&Tとの組み合わせにあり、「ケーブ

ルTV事業の売却が決着後に浮上する」とビジネスウィーク誌では予想している。

ガソリンエンジンに代わる燃料電池車を巡る国際開発競争を巡り、日米欧の自動

車メーカー各社が規模の拡大を追及していった路線を、米系通信事業者をはじめと

する主要電話会社が踏襲するのか・・。ニューエコノミーの崩壊が残した“置き土

産”ともいえる命題でもある。
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ニューエコノミーの幻想から覚醒しても、電気通信市場の競争激化と技術革新が

渾然一体となった動きは不可逆的な潮流といっていいだろう。

1991年からの米国景気拡大で、台頭したニューエコノミー論は主に2通りの使わ

れ方をしている。「ひとつは、景気循環の弱化とインフレの消滅、生産性の上昇、

という特徴により、アメリカ経済の好調を説明しようとする場合に使われる。ま

た、アメリカ経済の情報・通信・コンピューターという成長分野を従来型の重化

学、製造業のオールドエコノミーと対比させて、セクターの集合概念として使われ

ることもある」（秋元英一編「グローバリゼーションと国民経済の選択」）が、前

者の意味で、インフレなき持続的成長という概念の「ニューエコノミー」の幻想

は、ニューヨーク同時多発テロの有無にかかわらず消失した。

現在の関心は、いつの時点で米国の景気後退局面が底を打ち、再び拡大局面に突

入後、以前と同様にITが世界の経済を牽引するかに絞られている。IT化についてい

うと、これも歴史的な現象として捉えられるものの、90年代の後半に米国の経済社

会に見られた変化の構図は、一時的・一過性の現象となる可能性は大だ。ITを、単

に技術革新やビジネスモデルの変化の域にとどまらず、技術革命や社会革命といっ

た世界史的な“革命”に位置付けるならば、さらに長期的な視点で見て行く必要が

ある、という見方が、幻想論から踵を返すように大勢となった。

すべてが冷静な判断を欠いた議論でもあった。日本経済が“失われた10年”と表

現されるほどの長期の停滞を続けるのを尻目に、95年以降の米国経済の生産性上昇

はIT産業の活性化とIT投資の効果によって2.2％上昇し、潜在成長率で日米が逆転

し3%台へと突破した。しかし、最近になって、米国のGDP統計が0.6％程度、カサ

上げされていたことが指摘されるなど、IT革命と連動したニューエコノミー論は一

気に輝きを失せた。

1996年の改正通信法以降の競争政策が米国のIT化の駆動源になったかのように

指摘されることもあるが、電気通信事業者の浮き沈みはIT、これまでのニューエコ

ノミー論とは別次元の現象とみるべき事象だろう。たしかに、ニューエコノミーの

裏の構図ともいえる、1995年9月のG7（先進7カ国蔵相中央銀行総裁会議）におい

て逆プラザ合意＝「秩序ある反転」で日米欧が合意して以来、米財務省は「強いド

ル政策」に為替政策を転換し、米国証券市場に海外資金を誘引し、その恩恵を受け

て各社が有利に市場性資金の調達を進め、巨額の通信インフラ投資や事業買収を実

現させたことは事実だ。

こうした90年代の繁栄と通信インフラ投資を支えた、市場の構図がいかに変質し

ようと、主要事業者が国内外の競争と技術変化に対応するためには巨額の資金調達

が、今後も避けられないだろう。米国経済が2002年央から回復する可能性よりも、

むしろ90年代後半以降の資本市場の潮目が変化することが、米系事業者にとっても

っとも大きな経営上の重圧になる。そうした観点から現状のマクロ経済の議論を考

慮すれば、「交渉が進む」あるいは「話だけの話」と取りざたされる地域電話会社

と長距離・国際電話会社の再編話も現実味を帯びてくる。が、80年代のAT&T分割

時点と異なる点は、競争に疲弊したAT&Tに対し、株式時価総額で2、3倍の格差が

生じてしまったように、合併再編といっても地域電話会社が主導権をとるというこ

とだろう。
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（森川　裕二）

＜文中の換算率＞

1米ドル＝125円（2001年11月26日東京の対顧客電信売り相場）

＜出典・参考文献＞

財務総合研究所「ファイナンシャル・レビュー」58号（01.7）

BusinessWeek（01.11.5、11.12）

The Financial Times（UK版、01.11.21、11.28）

Moody's Special Report（01.10）

岩崎　英一編「グローバリゼーションと国民経済の選択」東大出版会 01.
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オランダ

KPN Mobile、iモードライクサービスに係る技
術供与に合意

KPN Mobileによるiモードライクサービスの導入を中心に、欧州にお

けるモバイル・インターネットの現状について概観する。

１．KPN Mobileによるiモードライクサービスの導入

オランダの元国営通信事業者KPN、同社の携帯電話事業の持株会社であるKPN

Mobile（KPNM）、およびNTTドコモ（ドコモ）の3社は、ドコモがKPNMに対してiモ

ードサービスに係わる技術を提供することで合意し、iモード関連技術を使用した携

帯電話機向けインターネット接続サービス（iモードライクサービス）をGPRS

（general packet radio service）（注16）上および将来的には3G（第三世代携帯電話サー

ビス）上で展開するために必要な特許・ノウハウおよびそれに関する技術を有償で

ライセンスするライセンス契約を締結した。ライセンス期間は、2001年11月7日か

ら2012年1月1日までのほぼ10年間である。ライセンス料については、公表されてい

ない。KPNMは、それぞれ100%株式を保有する携帯電話ネットワーク事業者であ

る、オランダのKPN Mobile The Netherlands（KPNMNL）およびベルギーのKPN

Orange Belguim（KPNオレンジ）を通じて、iモードライクサービスを、2002年第2四

半期以降（注17）に開始する予定である。

■図：ライセンス供与イメージ

出典：NTTドコモのプレスリリース
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（注16）

GPRSは、現行の回線交換による

GSMサービスを高度化すること

によりパケット交換による高速

データ通信を可能とするサービ

スで、G2にあたるGSMサービス

と3Gサービスの過渡的なサービ

ス と し て の 位 置 づ け か ら

「2.5G」と呼ばれる。GPRSで

は 、 伝 送 速 度 が G S M に よ る

9.6kbpsから最大115kbpsにまで増

速することが可能と言われてい

る。GPRSは、現行のGSMを高度

化してパケット通信を実現させ

るもので、少ない設備投資でモ

バイルデータ通信の普及を促進

させる狙いがある。

（注17）

ドコモの発表による。KPNは、

NPNMNLおよびE-Plus（ドイツの

携帯電話事業者、後述第2項参

照）が、2002年初頭から試験的

な提供を、2002年春までには本

格サービスの提供をそれぞれ開

始し、KPNオレンジは2か月程度

遅れてサービスを開始する予定

である、と発表している。

●オランダ



欧州諸国では現在、携帯電話機向けインターネット接続サービス（モバイル・イ

ンターネット）がWAP1.x方式により提供されている。WAP1.xは、コンテンツを記

述する言語にWML1.xを採用したが、この言語はインターネット標準との互換性がな

いため、コンテンツの開発が進まずコンテンツ不足が改善されない状況が続いてい

る。そのため、モバイル・インターネット自体の普及も遅れている。一方、iモード

では記述言語にインターネット標準のHTMLと親和性の高いC-HTMLを採用ており、

外部のコンテンツプロバイダーがモバイル用のコンテンツを容易に記述できるほ

か、既存のインターネットのコンテンツをほぼそのまま利用できるため、豊富なコ

ンテンツを提供することが可能である。すでにKPNMとの間で、100社以上のコンテ

ンツプロバイダーが交渉を開始している。

今般提供されるiモードライクサービスにおいては、欧州のWAPに対応する

WML1.xとiモードに対応するHTMLで記述したコンテンツを一つの端末からどちらも

利用できるデュアルブラウザ端末が導入される。端末は日本の通信機器メーカの製

品となる。この端末からは、現在のWAPで提供されているコンテンツに加え、新た

にHTMLにより作成されるコンテンツも利用可能となり、利用者のニーズに応える

ことにより、モバイル・インターネットの利用が急速に促進されることが期待され

ている。

また、欧州における現行の携帯電話のGSM方式は回線交換によっているため、伝

送速度や料金面などで、モバイル・インターネットに適さない点がある（注18）。その

対応策として、欧州諸国は、現行のGSMに付加してパケット交換を提供するGPRSと

いうサービスの導入を図っている。KPNMNLは、2000年12月に企業を対象にGPRSの

提供を開始し、現在その普及に努めている。iモードライクサービスは、当初GPRS

上で展開され、モバイル・インターネットの需要を喚起することにより、将来の3G

サービスの展開に向けたモバイル・インターネットの環境を整備する役割も担って

いる。
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（注18）

この他、iモードライクサービス

の展開上の問題点として、課金

システムの構築が挙げられてい

る。

●オランダ



2．NTTドコモの海外事業展開

KPN、KPNM、およびドコモの3社は、2000年5月にKPNMの株式の15%をドコモが

取得することに合意し、同年7月に契約を締結した。KPNM株式の残りの85%は、

KPNが引き続き保有している。KPNMは、この出資関係を通じて、ドコモからiモード

や3G関連の技術的な支援を受け、今後の成長が期待されるモバイル・インターネッ

トの分野において欧州市場の競争事業者に対して優位な地位を確保したい意向であ

る。一方、ドコモは、KPNMへの役員派遣などを通して同社の経営に参画し、同社を

汎ヨーロッパ規模でモバイル・インターネット事業を展開する拠点としたい考えで

ある。その後同年9月には、KPNMとドコモが、iモードの技術・ビジネスモデルを採

用したモバイル・インターネット事業を欧州市場で実施するための合弁企業の設立

を共同で検討するための覚書を締結し、さらに2001年1月にはこの合弁企業を設立

する覚書を締結した（注19）。本合弁企業の設立は2001年3月が予定されていたが、

KPNの財務状況が悪化（注20）したこと等により進展が見られないまま、今般KPNMへの

ライセンス供与が実現した。合弁企業の設立については、引き続き検討中と伝えら

れている。

また、KPNMが77.5％の株式を保有しているドイツの携帯電話事業者E-Plusもドコ

モとの間で、iモードライクサービスに係るライセンス契約の締結について交渉中で

ある。合意が遅れている背景には、E-Plus株式の22.5%を保有しKPNMとともに同社

の経営に当たっているBellSouth（米）の意向を指摘する声もある。BellSouthは本国

の米国市場において、携帯電話サービスをSBCとの合弁企業Cingular（注21）を通じて提

供している。一方、米国戦略としてドコモは、2000年11月にAT&Tワイヤレス

（ATTW）に16％出資することに合意し、2001年1月に出資を完了した。この出資

関係を通じて、ドコモはATTWのほぼ全米をカバーするネットワークを利用し、iモ

ードに関連する技術・ノウハウを提供して、米国においてGPRSネットワーク上でモ

バイル・インターネット事業をATTWと共同展開する計画である（注22）。BellSouth

は、欧州におけるiモードライクサービスの成功が、米国のATTWによる同様なサー

ビスに好影響をもたらし、Cingularの経営環境が悪化することを懸念している、と伝

えられている。

アジア地域においてドコモは、1999年12月にHutchison Whampoa（ハチソン）グ

ループ傘下の香港の携帯電話事業者Hutchison Telephone Company（ハチソン・テレ

フォン）に19％出資することに合意し、2001年5月には25.37％まで追加出資した。

ドコモは2000年5月には、ハチソン・テレフォンのモバイル・インターネットサー

ビスで、iモードコンテンツが提供できるようなプラットフォームの構築について技

術支援を行った。これにより、iモードに対応するHTMLで記述したコンテンツをハ

チソン・テレフォンのサービスにより利用することが可能となった。

ま た 、台湾で は 2 0 0 0年 1 1 月 に ド コ モ は 、台湾の 携帯電話事 業 者 K G

Telecommunications（KGテレコム）に20％出資することに合意し、2001年6月には

同社の増資（注23）に応じるとともに、同社との間で台湾におけるiモードに係る事業展

開についてライセンス契約を締結した。2002年中期を目途にKGテレコムのGPRSネ

ットワーク上でiモードライクサービスの提供を開始する予定である。
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（注19）

KPNMとドコモの合弁企業設立の

覚書締結と同時に、KPNM、テレ

コムイタリアの携帯電話事業部

門であるTelecom Ital ia Mobi le

（T IM）、およびドコモの3社

は、欧州市場においてモバイ

ル・インターネット事業の共同

事業化について検討することを

目的として、覚書を締結した。

KPNMとTIMは、3G免許の取得国

が重複していないことから、協

調体制が取り易い点が指摘され

ている。その後、本覚書による

具体的な行動計画・成果につい

ては発表されていない。

（注20）

KPNは、2000年2月にドイツの携

帯電話事業者E-Plus株式の77.5%

を91億ユーロで取得、ついで同

年8月にE-Plusがドイツの3G免許

を84億ユーロで落札したことに

費やした支出等により、財務状

況を急速に悪化させ、2001年9月

末において、およそ223億ユーロ

の負債を抱えている。

（注21）

Cingularは、SBCが60％および

BellSouthが40％それぞれ出資する

合弁企業で、GSM1900方式によ

り全米規模で携帯電話サービス

を提供している。同社は2001年3

月から順次GPRSの提供を開始し

ている。2000年末における同社

の加入者数はおよそ1,968万加入

で全米第2位を占めている。同時

期の第1位はおよそ2,751万加入

を有するVerizon Wirelessで、第3

位はおよそ1,516万加入を有する

AT＆T Wirelessである。

（注22）

ATTWとドコモによる共同事業展

開の具体的な施策としては、モ

バイル・インターネット事業の

ための子会社を新たに設立し、

その子会社に、iモードに関連す

る技術・ノウハウを導入するこ

と等が発表されているが、具体

的な行動計画・成果については

伝えられていない。

（注23）

KGテレコムの増資後の出資者お

よび出資比率については、不詳

である。
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さらに2001年11月にドコモは、iモードの海外向け基本仕様ガイドラインを同社の

ホームページ上で公開した。この公開により、端末ベンダーやサーバベンダーの参

入を促進し、iモードライクサービスの発展を促すことが期待されている（注24）。

このように、ドコモはiモードの海外展開に着手しているが、現在までのところiモ

ードライクサービスの立上げの期間にあり、加入者数を大きく伸ばすほどには至っ

ていない。欧州におけるiモードライクサービスの提供開始時期も、当初予定の2001

年下半期から2002年第2四半期以降にずれ込んでいる。今後、デュアルモード端末

の普及およびGPRSネットワークの導入による高速化、料金の低廉化が実現すれば、

iモードライクサービスが海外でも定着することも予想される。その意味で、KPNM

とのライセンス契約の成否が注目されている。

○ ドコモの2001年度中間決算

ドコモは、2001年11月に発表した2001年度中間決算において、連結ベースで

売上高は2兆6,130億円で対前年度中間期増減率で17.8％増加したが、中間当期利

益は1,039億円で同増減率で52.2％減少し、上場以来初の減益決算となった。減

益の主因は、KPNM株の評価損にある。2000年8月におよそ4,073億円で取得した

KPNM株は、親会社KPNの負債額が2001年9月末においておよそ223億ユーロにも

達していること等から、価値が目減りしている。ドコモは、KPNMの株式の実質

価額が著しく低下し、かつ、回復する見込がないと判断したことにより、その株

式評価損を時価会計ルールに従い処理し、連結ベースで2,627億円、単独ベース

で3,008億円の特別損失を計上した。一方、2001年1月におよそ1兆1,380億円で

取得したATTW株については、株価が30％以上低下しているが、回復の見込があ

るとして損失処理を見送っている。ATTW株式の回復動向が、今後のドコモの決

算の焦点となる可能性がある。
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（注24）

このほか、同年11月に、ドコモ

は携帯電話機器メーカの最大手

ノキアとの間で、3Gサービスの

主要技術に関する取り組みにつ

いて合意した。合意した主な分

野は、ブラウジング、メッセー

ジングおよびアプリケーション

実行環境の3分野である。
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3．KPN Mobileによる3Gの展開

KPNMによるiモードライクサービスは、当初2.5Gに当たるGPRS上で導入される

が、将来的には3G上での提供が計画されている。KPNMNLは、オランダにおける3G

サービスを他の事業者と設備を共用することによりコストの削減を考慮しながら展

開する計画である（注25）。2001年11月にKPNMNLは、3G免許保有者Telfort（注26）との間

で、3Gネットワークを共同で構築することに合意した。共用する設備の範囲は公表

されていないが、サービスは各社が独自に提供し、競争への影響はない。KPNMNL
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（注25）

3Gネットワークでは、2Gに当た

る現行のGSMネットワークより3

倍程度多くのアンテナが必要と

されると言われている。そのた

め、3Gの場合は設備の共同構築

による費用の削減が、2Gの場合

より効果的となる。また、物理

的にもアンテナの設置に適した

場所に限りがあることから、設

備の共同利用は今後もなんらか

の形で3G事業者間で進められる

ものと思われる。

（注26）

Telfortは、mmO2（英国、BTの

携帯電話事業部門BT Wirelessが

分離して設立された携帯電話事

業者）が100％出資している。
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は、この設備共用により、3Gネットワークへの投資額を20％から40％削減すること

ができるとしている。両社は3Gサービスを2003年中に開始する予定である。

また、KPNM傘下のドイツの携帯電話事業者E-Plusは、3G免許保有者Group 3G（注27）

との間で、3Gネットワークを共同で構築することに合意した。両社は、人口密度が

高い都市部において、アンテナ・サイトのほかアンテナ自体や配線等も共有し、そ

れ以外の地域では独自にネットワークを構築して、2005年までに人口の50％をカバ

ーするという免許条件を達成させる計画である。E-Plusは、この設備共用により、

3Gの運用に係る総投資額17億5,000万ユーロのうち、2005年までの設備投資額5億ユ

ーロおよび運用費用2億5,000万ユーロが節約され、総投資額のおよそ40％が削減す

ることができるとしている。

このようにKPNMは、3Gネットワークの設備投資を抑えながら、漸次サービスの

提供を開始する方針である。それまでの間は、2.5GであるGPRSによりモバイル・イ

ンターネットの普及を図る意向である。2.5Gによりモバイル・インターネットの利

用層の拡大を図り、3Gの開始時までにデータ通信関連のニーズを十分開拓し、3Gサ

ービスが円滑に立ち上がることを期待している。iモードライクサービスが2.5Gのモ

バイル・インターネットの牽引力となるかどうか関心が高まっている。

3Gについては、2000年当初には将来性に大きな期待が集まっていたが、英国、

ドイツを中心とした3G免許料の高騰による事業者の財務状況の悪化、さらに3Gの

ためのアプリケーション不足等、3Gをめぐる環境は厳しさを増すばかりである。

EUが定めた2002年当初という3Gサービスの開始目標は、少なくとも半年から1年

程度後退している。
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（注27）

Group 3Gは、Telefonica Moviles

（スペイン）が57.2％、Sonera

（フィンランド）が42.8％それぞ

れ出資する合弁企業で、現在ド

イツで2G免許を保有せず、3Gに

より新たにドイツの携帯電話市

場に参入する新規事業者であ

る。

●オランダ

COMMENT



3G開始の遅れを補うものとして、現在、欧州の主要携帯電話事業者は2.5Gに当

たるGPRSの導入を積極的に進めている。2.5Gによるモバイル・インターネットの

立上げが、欧州共通の認識となっていると言える。日本においても、auが2001年

12月から、インターネット標準と互換性のあるモバイル・インターネットの世界標

準規格のWAP2.0に対応した、GPSナビゲーション機能や動画配信機能を、3Gにさ

きがけて提供を開始した。

設備投資の負担が大きい3Gの立上げを待たずに、新しいモバイル・インターネッ

トの事業展開を模索する動きが顕在化しつつある。

（木庭　治夫）

＜文中の換算率＞

1ユーロ＝111.5円（2001年11月30日東京の対顧客電信売相場）

＜出典・参考文献＞

Total Telecom（01.11.20、11.8、11.2、10.29、9.13、他）

Financial Times（01.11.22、11.13、他）

Mobile Communications（01.10.6）

KPNのホームページ（www.kpn-corporate.com）

KPN Mobileのホームページ（www.kpnmobile.com）

NTTドコモのホームページ（www.nttdocomo.co.jp）他
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シンガポール

シンガポール・テレコムがテルコムセルの株
22.3％を取得

Singapore Telecomは漸減する国内市場からの利益を補うべく、近年

積極的な海外進出を行っている。今年2度目の海外投資は、世界第4

位の人口を有するインドネシア第1位の携帯電話事業者PT Telkomsel

である。

11月1日、Singapore Telecom（以下SingTel）は、100％子会社であるSingTel Mobile

がオランダの大手通信事業者KPNテレコムが保有するインドネシアの携帯通信事業

者PT Telkomsel（以下Telkomsel）（注28）の株22.3％を取得することで関係者と合意し

た旨を発表した。取得額は6億200万USドル（約735億円）で全額現金で支払う。

又、SingTelは今回の株買収により、KPNがTelkomselに約束していた技術面での援助

金2,500万Sドル（約30億円）をKPNに代わってTelkomselに支払う。

今回の投資はシンガポール企業がインドネシアに対して行ったものとしては過去

最大であり、SingTelが海外企業に行った投資額としては、豪のOptus、インドの

Bharti Groupに次ぐ規模となる（注29）。又、SingTelが保有するTelkomsel株の増加につ

いて更なる交渉が行われているが、今のところSingTelは経営権を掌握する程の増加

は希望しないと推測されている（注30）。

SingTelは今回の株買収によって、自国を含むアジア太平洋地域の6ヶ国に携帯電

話のプレゼンスを獲得することになり、これらプレゼンス・エリアの携帯電話加入

者数はおよそ1,500万になると言われている。

今回のSingTelによるTelkomsel株買収は、SingTelのアジア太平洋地域におけ

るプレゼンス強化の一環である。自国の市場が飽和状態にあるSingTelはここ数年

来、潤沢な資金を基に積極的な海外投資を行うことでアジア太平洋地域を中心とす

る諸外国に新たな活路を見出そうとしている。その結果、2001年第1四半期におけ

る海外のジョイントベンチャー企業や系列会社からの寄与金は、同社の売上げの約

30％を占めるに到った。又、今年10月下旬に完全買収が完了した豪第2位の携帯電

話事業者Optusからの寄与金が新たに加算されれば、同社の収益の半分以上が海外

のジョイントベンチャー企業や系列会社からの寄与金になると見込まれている。

今回の投資先であるインドネシアには、シンガポールの全人口約400万人を超え

る460万人超の携帯電話加入者がいるが、国全体の普及率に換算すれば僅か3％にも

満たない数である。又、景気低迷が続く中、同国の携帯電話市場は年間成長率が

70％を超えているため、今後も更なる伸びが期待できるだろう。世界第4位の人口

を有し尚且つ発展の余地が大きい同国の市場において国内最大のGSMネットワー

ク（注31）を持ち、既に半数近くの市場シェア（注32）を有するTelkomselと戦略的パート

ナーになる事は、長期に渡って大きな利益を産み出す市場を獲得したと言うことが

40 December 2001

KDD RESEARCH

（注28）

インドネシア第1位のGSM事業者

で、1995年5月に旧独占事業者の

PT TelkomならびにPT Indosatに

より設立された。現在の筆頭株

主 は PT Telkomで 株 保有率は

77.7％である。

（注29）

次頁表参照

（注30）

複数のアナリストの間では、

Te l k omse lの親会社であるPT

Telkomがこれまで通り経営権の

保 持 を 希 望 し て お り 、 ま た

SingTelも経営権を握った場合イ

ンドネシアが抱えている政治的

および経済的リスクを負う可能

性もあるため、今のところ経営

権取得が可能になる程の株式増

加はないとの見方が強い。

（注31）

T e l k o m s e l は G S M 9 0 0 お よ び

GSM1800の両ネットワークによ

るデュアルバンド（dual band）

サービスを開始した国内初の事

業者である。

（注32）

2001年第2四半期現在、Telkomsel

の携帯電話加入者数は2,180,672

人、市場シェアは46.8％となって

いる（出所：Global Mobile／2001

年9月12日号）
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出来る。

他方、Telkomselにとっても今後一層の重要度を増すアジア・オセアニアの文脈

で捉えた場合、結果的に、より魅力的な株主を得ることになったと言えよう。

（五十嵐　望）

＜文中の換算率＞

1USドル（米ドル）＝122.2円（2001年11月7日東京の対顧客電信売り相場）

＜出典・参考文献＞

SingTelホームページ（http://home.singtel.com）

BusinessTimes（2001/11/1、11/2、11/3）

Total Telecom（2001/11/1）

Global Mobile（20019 12）
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オーストラリア

オーストラリア携帯電話市場の動向

9月下旬からの携帯電話への番号ポータビリティ導入、豪・NZ両国に

跨る業界再編の動きなど、最近の話題について。

1．市場の概観

オーストラリアの携帯電話加入者数は約1,100万人、対人口普及率は6割程度であ

る。

従来からのテルストラ、オプタス、ボーダフォンの3大事業者に加え、2000年か

らハチソン・テレコムも参入し、市場競争圧力は高まる一方だが、値下げ競争によ

る市場の伸びは頭打ち傾向である。今年5月には業界4位だったワン・テルが倒産、

残されたワン・テルのGSMネットワークには未だに買い手がつかない。テレコム・

ニュージーランドの子会社のAAPTは今年初めにCDMAネットワークの建設を中止し

た。また最近、オプタス、ハチソン、ボーダフォン等既存事業者が続々と要員削減

施策を発表するなど、携帯市場にはあまり明るい話題が無い。

『ASIAcom』誌は2003年までの豪携帯電話市場の見通しについて、普及率は2003

年には7割以上に達するが、加入者の伸び率は徐々に低下し、また低廉なプリペイ

ド・サービスの割合が増加することから利用者一人当たりの売上（ARPU）も減少、

市場の成長率は8～10%程度で推移すると予測している。（下表参照）

既存の携帯電話ネットワーク・キャリア（設備事業者）はワンテルの倒産後、テ

ルストラ、シングテル・オプタス、ボーダフォン・オーストラリア、ハチソン・テ
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レコミュニケーションズ（オーストラリア）の4社になった。サービスはGSMが圧倒

的多数で全加入者の94%を占めている。残りがCDMAで、テルストラとハチソンが

提供している。

その他にキャリアから回線を借りてサービスを提供する再販事業者やMVNOが複

数存在する。

ACAによると1999年9月現在、ボーダフォンのサービス再販事業者が16社、オプ

タスが4社、テルストラが4社存在した。またオーストラリアの通信調査会社のPaul

Budde Communicationsは、2000年の再販サービス市場の規模は約12億豪ドル（約

768億円）で、携帯電話サービス小売り市場全体の売上の約4分の1を占めると推定

している。
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2．各社の動向

◇テルストラ

オーストラリアと隣のニュージーランドの両国の事業者は皆、互いの国の事業者

に投資、提携・合弁等の方法で「Trans-Tasman」戦略を進めている。

テルストラは豪のペイTV会社のオースター（Austar United Communications）と合

弁で、ニュージーランドでCATV会社テルストラ・サターンを経営している。テル

ストラ・サターンはウェリントンを中心にCATV回線を利用した電話・インターネ

ットサービスを提供しており、現在、クライストチャーチ～オークランドを結ぶ光

ケーブルを建設中である。

更に11月中旬、テルストラはサターンを通してNZ第2の電話会社クリア・コミュ

ニケーションズを親会社のBTから買収することになった。買収金額は1億4,300万NZ

ドル（約74億円）で、その他にクリアからBTに対する2億7千万NZドル（約140億

円）の借金もテルストラ・サターンが肩代わりする。買収資金はテルストラが主に

負担し、合併後の新会社に対する出資率はテルストラが68%、オースターが32%と

なる予定である。なお、オースターは主力の豪ペイTV事業に集中するためNZ市場

からは手を引こうとしており、2004年6月以降テルストラ・サターンから撤退する

計画である。反対にテルストラはサターンの経営主導権を握り、クリアを吸収し、

NZ進出に一層力を入れている。

NZ第2位のクリアと第3位のサターンが合併することによりTNZへの対抗基盤を固

めるというが、両社を合わせてもNZ通信市場に占めるシェアはわずか11%に過ぎな

い。

◆テレコムNZ

一方、テレコムNZも1999年に豪第3位の電話会社AAPTを買収して豪市場に本格

参入した。

当時AAPTはCDMAネットワークを建設中だったが、テレコムNZは計画を中止

し、豪の携帯電話市場では自前の通信網は持たずに他のネットワーク・キャリアと

の提携戦略をとることにした。次世代携帯電話（3G）ではハチソン（オーストラリ

ア）の子会社のハチソン3Gオーストラリアに19.9%出資した。ハチソンとはNZの3G

事業でも提携することになっている。

第2世代サービスでは11月上旬、ボーダフォン・オーストラリアとネットワーク

再販契約を結んだと発表した。TNZがボーダフォンのGSM回線容量を卸価格で取得

し、AAPTの子会社のセルラーワン（CellularOne）のブランド名で販売する（注33）。

◇ハチソン

ハチソン（オーストラリア）は2000年から開業したCDMAネットワークと今後の

3G事業に経営資源を集中することとし、GSM再販サービスの約26万人の顧客ベース

を卸し元であるオプタスに4,300万豪ドル（約27億5,200万円）で売却した。ハチソ

ンにとってこれまで再販サービスが売上の7割を占める収入の柱だったため、売却

を懸念する声もある。しかし再販サービスの加入者は今年上半期に前期より5%減少

したのに対し、CDMAの加入者は今のところ半年に5万人以上の勢いで増えており、
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（注33）

CellularOneは従来からボーダフォ

ンやオプタスのGSMサービスの

再販を行なってきたが、今回の

ボーダフォンとの契約では借り

た回線に独自の機能を付加して

自社ブランドで販売する点で、

従来よりも一歩進んでいる。た

だし他社ネットワークとの相互

接続やローミング等はボーダフ

ォン側が管理することになって

いる。
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2002年末までに30万人近くに達する見込みだという。またハチソンは2Gと3Gを合

わせ、携帯電話事業は2005年から2006年の間に黒字化するとの見通しを示してい

る。

December 2001   45

KDD RESEARCH

●オーストラリア



3．番号ポータビリティ

9月25日から携帯電話の番号ポータビリティ（Mobile Number Portabilty；以下、

MNP）サービスが始まった。これは携帯電話会社を乗り換えても携帯電話番号を変

更しないで元の番号を使い続けられるようにするもので、ネットワーク・キャリ

ア、再販事業者を問わず、携帯電話サービスを提供している会社がすべて参加して

いる。世界でMNPを導入したのは英国、オランダ、香港、シンガポールに続いてオ

ーストラリアが5番目。

導入前にACA（The Australian Communications Authority）が調査したところによ

ると豪の中小企業の73％、一般家庭の58％が、MNPが始まったら事業者変更を検討

したいと考えていると答え、MNPは事業者間の競争活性化の起爆剤になると期待さ

れた。しかし今のところはやや当てが外れたような格好になっている。

11月26日にACAが発表したところによるとこの2ヶ月間にMNPを利用して事業者

を乗り換えた人の延べ人数は約9万人で、携帯電話加入者全体のわずか0.8%程度だ

った（注34）。

多くの顧客が長期契約割引サービスを利用しており契約期間満了前に解約すると

違約金が発生することや、プリペイドSIMカードの場合は残量が無駄になることなど

が消費者のMNP利用を抑制しているようだが、何よりもACAの期待を裏切って各社

が派手な料金値下げ競争に動かなかったのが低調の要因のようだ。

それでもサービス開始直後、さっそくオプタスはHSBCやIBM等の大口顧客がライ

バル社から移ってきたと言い、一方、テルストラもオプタスやボーダフォンの法人

顧客がテルストラに乗り換えたと発表した。具体的な数値は公表されていないもの

の、結局最も多く顧客を失ったのはボーダフォンではないかと見られている。

（近藤　麻美）

＜文中の換算率＞

1豪ドル＝64円、1NZドル＝52円（2001年11月1日東京の対顧客電信売り相場）
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（注34）

1999年3月にMNPを導入した香港

では昨年1年間に約149万人が

MNPを利用して携帯電話会社を乗

り換えた。これは全携帯加入者

の約3割に当たる。今でも毎月2

～3%の加入者がMNPを利用して

いる。ACAも最終的には年間で

携帯加入者の約2割がMNPを利用

するのではないかと予想してい

る。
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＜出典・参考文献＞

ACA （www.aca.gov.au）

ASIAcom （October 30, 2001）

Global Mobile （December 05, 2001）

The New Zealand Herald （www.nzherald.co.nz）

Sydney Morning Herald （www.smh.com.au）

Total Telecom （www.totaltele.com）

Paul Budde Communications （www.budde.com.au）
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編集後記

■ 五輪北京開催が決まり、WTO加盟を12月に果たそ
うとしている中国の存在感が増しています。その悠久
の有史は、阿片戦争以後の屈辱的な一時期も含めて世
界史的には国際の表舞台で展開した時代が多かったよ
うに思います。1949年以降の新中国になって、史的感
覚としてはむしろほんの少しの間国際的情景から遠ざ
かっていたものの、20世紀の終盤頃から再び表舞台
に、しかも主役級で登場しつつあるのが今の中国では
ないでしょうか。
新中国の強さは何と言っても、完全に定着した改革

開放を20年来支えてきた人民パワーでしょう。そのベ
ースの一つとして、封建的なものを一網打尽にした後
で生まれた男女共同参画、共同建設社会があります。
日本の現政権が今追求しようとしているこの種の社会
は中国では50年前に骨格化されています。この点につ
いては、中国は米国に近い、もしくは米国以上の存在
とも言えましょう。また、市民も農民も国家主席も
「詰まるところ一人民である」という意識共有からく
るある種の風通しの良さも関係しているかもしれませ
ん。
他方、中国のマイナス面として指摘されることがあ

る一党による政治システムですが、大きな引率的役割
を果たしてきた点は十分評価されるべき一方で、国民
のメンタルな息吹を応分に反映しているとは言い難い
面もあります。中国の政治は、今後多角度から時勢を
観つつ史的時間をかけてゆっくりと自律的に変容し、
Soft Landingしていくような気がします。そして台湾
との民族的統一気運はその過程で来るように感じま
す。
日本が大国中国と今後どのように付き合うかは、政

治、経済、社会、文化、歴史認識等各方面からの一大
問題ですが、産業交流的な面に絞って考えると、IT・
通信関連もさることながら、環境技術、リサイクル技
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